地域防災スクールモデル事業とは

「地域防災スクールモデル」

地域の防災力の向上のためには、児童、生徒に対し、その発達段階に応じた体系的な防災教育を推進していくことにより、防火防災や消防について学ぶ機会を拡充し、体系的に学習できる体制を整備していくことが重要です。また、地域住民に対しても、防火防災や消防に対する理解促進について体系的に学ぶ機会を確保していくことが重要です。各自治体において、消防職団員をはじめ、防災担当職員、有識者等を指導者として、児童、生徒や地域住民に対し、防災知識等の講義とともに、初期消火、応急手当等の実技など、防災に関する教育・訓練を体系的に行う取組を「地域防災スクール」として推進していくこととしています。

「地域防災スクールモデル事業」
平成21年度から地域防災スクールモデル事業を実施し、全国から地域防災スクールの積極的な実施を希望する市（区）町村をモデル団体として公募・選定し、財団法人自治総合センターのコミュニティ助成事業を活用することにより、地域防災スクールの全国展開を図っていくこととしています。

広報誌「消防の動き　' 0 9 年4月号」より抜粋

財団法人自治総合センターのコミュニティ助成事業　（財源・地方自治宝くじ）

自主防災組織育成助成事業
ア　　この事業は、一定地域の住民が当該地域を災害から守るために自主的に結成した組織（自主防災組織）、婦人防火クラブ又はその連合体が行う災害の被害防止活動及び軽減活動に直接資するものを対象とする。
イ　　事業実施主体は、市（区）町村、自主防災組織及び婦人防火クラブ又はその連合体とする。
ウ　　助成対象事業は、自主防災組織、婦人防火クラブ又はその連合体が行う地域の防災活動に必要な施設又は設備の整備に関する事業（市（区）町村が自主防災組織に支給又は貸与するために実施する事業を含む。）及び地域防災スクールモデル事業の選定を受けた事業とする。
エ　　施設及び設備の整備に関する事業は、別表(参考例)に示すようなものとする。
オ　　この事業の申請にあたっては、消防防災主管課とコミュニティ担当課で調整を図るものとする。なお、別記様式第２号の作成に当たっては、次の事項を参考とするものとする。
	［１]
	　自主防災組織の活動状況。

	［２]
	　自主防災組織に関する事項について、当該市（区）町村の地域防災計画への記載の有無及び予定。

	［３]
	　当該市（区）町村における自主防災組織の育成指導の積極性。

	［４]
	　地域に係る災害の態様、既存施設の整備状況等に応じた当該自主防災組織にかかる助成対象の施設又は設備の適切な選択。


宝くじの普及広報
1. 本事業が、宝くじの普及広報費により助成されるものであることから、当該施設又は設備若しくはイベント等ソフト事業のポスター・チラシ・看板等に別に定める表示（宝くじの普及広報事業「表示に関する基本デザインマニュアル」参照）を行うものとする。
　なお、「表示に関する基本デザイン」の表示にかかる経費は助成対象とする。 
＊シールのデザインは、カラーで行い、モノクロでの表示は不可とする。ただし、単色刷りの広報誌・チラシなどの場合はモノクロ表示を可とする。
2.　　市（区）町村の広報誌等を通じ「宝くじの助成金で整備した」旨の広報を行うものとする。
ただし、広報誌を発行していない都道府県市（区）町村については、別途協議するものとする。
　　　　　　　財団法人自治総合センター　「平成21年度　コミュニティ助成事業実施要綱」より抜粋
「地域防災スクールモデル事業」公募　フローチャート

事業主体　市町村
　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　連絡先03-5253-7525


　　　　　　　　　　



　　　　　　　　市町村　防災担当者
　　 

市内コミュニティーセンターに事業呼びかけ資料配布（10月初旬）

　（事業主体）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　地区防災対策本部・災害対策委員会（事業応募者）
　　　　　　　　　　　　　 　　　モデル事業企画 　・  事業名称決定
　　　　　　　　　　　　　 　　　事業スケジュール決定

　　　　　　　　　　　　　 　　　予算書作成　（事業費用100／100助成）
　　　　　　　　　　　　　 　　　予算限度額　250万円　（備品費上限200万円）


（市町村締め切り10月30日）　　　　　　　　　　協働
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　協働
　　　　　　応募事業取りまとめ


　　　　　　　　都道府県ごとに2事業まで応募可能なので

　　　　　　　　多くの応募があった場合には事業を選択し総務省へ

　　　　　　　


　（総務省応募締め切り11月14日）　

　　　　　　　

　　　　　　　

事業予算配分最終決定　翌年３月
総務省消防庁
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コミュニティーセンター・公民館　


（自主防災組織をもっていること）
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総務省消防庁・(財)自治総合センター








